
（単位：千円）

備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１. 事業収益

(1) 入会金収入 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1 正会員入会金 0 0 0 10万円／1団体

2 賛助会員入会金 0 0 0

(2) 会費収入 ( 20,820 ) ( 20,580 ) ( 240 )

１ 特定預金受取利息収入正会員会費 18,000 18,000 0 41正会員

2 特定預金受取利息収入賛助会員会費 2,820 2,580 240 6万円×47賛助会員

(3) 事業収入 ( 157,560 ) ( 157,400 ) ( 160 )

( 30,930 ) ( 29,480 ) ( 1,450 )

1 資料収集及び調査研究事業 30 0 30

2 解体工事施工技術講習 27,500 27,500 0 受講料27,500円×950人、13,750×100人

3 冷媒フロン類回収促進事業 3,400 1,980 1,420 フロン行程管理票頒布

4 助成金事業収益 0 0 0

( 126,630 ) ( 127,920 ) ( △ 1,290 )

1 解体工事施工技士資格試験 37,950 37,950 0 受験料16,500円×2,300人

2　啓発普及事業収入解体工事施工技士登録及び更新講習事業 53,460 53,460 0

1）解体工事施工技士登録事業 33,660 33,660 0
新規登録6,600円×1,100人、更新登録6,600円×4,000
人（5期分）

2）解体工事施工技士登録更新講習 19,800 19,800 0 受講16,500円×1,200人

3 木造解体作業指揮者教育事業（安衛法） 360 360 0 木建指揮者安全講習30人

4 登録解体工事講習 13,860 14,850 △ 990 8会場で実施（9,900円×1,400人）

5 登録解体基幹技能者講習 19,800 19,800 0 9会場400人で実施（49,500円×400人）

6 解体技能者能力評価 1,200 1,500 △ 300 8年度800名評価

(4) 特定資産運用収入 ( 3 ) ( 3 ) ( 0 )

1 特定預金受取利息 3 3 0 特定積立金受取利息

(5) 補助金等 ( 8,200 ) ( 8,700 ) ( △ 500 )

１ 助成金 8,200 8,700 △ 500 CSPI事務局及び賛助会員から

(6) 雑収入 ( 4,601 ) ( 4,501 ) ( 100 )

1 受取利息 1 1 0 預金利息

2 賛助広告収入 3,000 3,000 0 会報誌、名簿等

3 その他 1,600 1,500 100
名簿、会員証、バッジ
賀詞交歓会等

事業活動収入計 191,184 191,184 0

[公益事業２]

[公益事業１]

公益社団法人全国解体工事業団体連合会　令和8年度収支予算書（令和8年4 月1日から令和9年3月31日まで）
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備　　考増　　　減科　　　　　　　　目 R8年度予算額 R7年度予算額

　 ２. 事業活動支出 0

(1) 事業費支出 173,837 162,676 11,161

( 49,302 ) ( 47,634 ) ( 1,668 )

 1 資料収集及び調査研究事業費 2,406 2,118 288

 2 解体工事施工技術講習事業費 36,383 35,870 513

 3 冷媒フロン類回収促進事業費 4,914 4,291 623

 4 調査研究等に係る費用助成事業費 5,599 5,355 244

　　　　　　　　　　　　　　　　　[公益事業２] （ 124,535 ) （ 115,042 ) ( 9,493 )

1 解体工事施工技士資格試験事業費 46,379 43,175 3,204

2 解体工事施工技士登録及び登録更新講習事業費 42,864 38,057 4,807

1） 解体工事施工技士登録事業費 ( 25,651 ) ( 22,056 ) ( 3,595 )

2) 解体工事施工技士更新講習事業費 ( 17,213 ) ( 16,001 ) ( 1,212 )

 3 労働安全衛生法に基づく講習教育事業費 435 435 0

 4 登録解体工事講習事業費 10,450 10,443 7 8会場で実施（1,400人）

 5 登録解体基幹技能者講習事業費 22,195 20,655 1,540 8会場400人で実施

 6 解体技能者能力評価事業費 2,212 2,277 △ 65

(2) 管理費支出 51,696 46,851 4,845
(配布率20％）（原資：事業費の20％＋会費収入
の50％）

①人件費 ( 10,341 ) ( 8,857 ) ( 1,484 )

役員報酬 3,200 1,900 1,300 (配賦率20％）員外理事（常勤2、非常勤5）

給料手当 4,810 5,895 △ 1,085 (配賦率20％）　

役員退職慰労金 300 0 300 (配賦率20％）

退職金 863 0 863 (配賦率20％）

福利厚生費 1,168 1,062 106 （配賦率20％）法定福利費　

②会議費 ( 6,920 ) ( 5,920 ) ( 1,000 ) 会場費等は別計上

総会費 20 20 0 総会懇親会等（会場費は別途）

理事会費 200 200 0 茶菓代等

委員会費 200 200 0 茶菓代等

その他会議費 6,500 5,500 1,000 ブロック会議、賀詞交歓会、講演会 等

③事務経費 ( 34,435 ) ( 32,074 ) ( 2,361 )

旅費交通費 6,511 6,000 511
総会1,000、理事会2,000、ブロック会議等1,500、
委員会1,500、青年部会511

通信運搬費 2,500 900 1,600 郵便、宅急便、メール便等

消耗什器備品費 400 400 0 PC機器等消耗品

消耗品費 600 600 0 事務機器・用品等

修繕費 50 50 0 事務局備品修理等

印刷製本費 6,000 6,000 0
会報誌、会員名簿、書籍購入、資料集、総会・理
事会資料等,会員証、バッジ等

光熱水料費 173 173 0 （配布率20％）電気料金1割増

事務所賃借料 2,126 2,126 0 （配布率20％）

賃借料 8,240 6,000 2,240

（ OＡ機器等の配布率20％）
総会用（300万円）、賀詞交歓会、青年部会等の
会場費

諸謝金 2,500 2,500 0 会計事務所等

広告宣伝費 2,300 2,340 △ 40 新聞広告、CSPI出展料等

委託費 50 2,000 △ 1,950 外部事務委託費

租税公課 185 185 0 消費税は各事業にも計上

支払負担金 1,300 1,300 0 他団体会費等

会長表彰・顕彰費 800 800 0

慶弔費 200 200 0

雑費 500 500 0

事業活動支出計　　　 225,533 209,527 16,006

事業活動収支差額 △ 34,349 △ 18,343 △ 16,006

[公益事業１]
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備　　考増　　　減科　　　　　　　　目 R8年度予算額 R7年度予算額

Ⅱ　投資活動収支の部

　１. 投資活動収入

(1) 定期預金取崩収入 31,691 20,000 11,691

①定期預金取崩 （ 31,691 ) （ 20,000 ) ( 11,691 )

定期預金取崩 31,691 20,000 11,691

資格制度運営積立金10,000千円、登録解体基
幹技能者講習積立金11,450千円、登録解体工
事講習積立金6,666千円、退職給付積立預金
3,575千円

投資活動収入計 31,691 20,000 11,691

　 ２. 投資活動支出

(1) 特定資産取得支出 19,500 20,500 △ 1,000

特定預金取得 ( 19,500 ) ( 20,500 ) ( △ 1,000 )

㊕ 16,000 0 16,000 （資格制度8,000千円、基幹技能者8,000千円）

㊕ 0 8,000 △ 8,000 令和５年度以降継続

1,000 1,000 0

㊕ 0 0 0 令和6年度で終了

㊕ 1,000 2,000 △ 1,000 周年記念事業等（令和6年度以降継続）

1,500 1,500 0

㊕ 登録解体工事講習実施費用積立預金取得 0 0 0 令和5年度で終了

㊕ 0 8,000 △ 8,000 令和4年度新設

(2) 定期預金取得支出 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

①定期預金取得 0 0 0

定期預金取得 0 0 0

(3) 固定資産取得支出 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

①固定資産取得 0 0 0

固定資産取得 0 0 0

　投資活動支出計 19,500 20,500 △ 1,000

投資活動収支差額 12,191 △ 500 12,691

Ⅲ　予備費 5,000 5,000 0

△ 27,158 △ 23,843 △ 3,315

38,413 62,256 △ 23,843 令和6年度からの繰越金は確定値

11,255 38,413 △ 27,158

配賦割合＝公益事業①17%（調査3%、技術講習10%、フロン2%、研究助成2%)：公益事業②63%（試験30%、登録20%、更新講習5%、登録解体工事講習1%、登録
解体基幹技能者講習6%、解体技能者能力評価1%)：法人管理20％

退職給付積立預金取得

記念事業積立預金取得

事務所移転等積立預金取得

公益充実資金積立預金取得

災害支援事業準備資金取得

当  期  収  支  差  額　　　

次 期 繰 越 収 支 差 額

前 期 繰 越 収 支 差 額　　　

注) 給料手当、退職金支出、福利厚生費、光熱水料費、事務所賃借料、OF機器賃借料、租税公課は事業費と管理費に配賦

登録解体基幹技能者講習実施費用積立預金取得

資格制度運営積立預金取得
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